
阿賀野市条例第２４号 

   阿賀野市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正す

る条例 

 阿賀野市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年阿賀野市条

例第５３号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 市長又は教育委員会は、法別表の各項の下欄に掲げる事務又は法第９条第１項に規

定する準法定事務を処理するために必要な限度で、市の事務を処理するために利用す

る情報システムの機能であって住登外者（市の住民基本台帳に記録されていない者を

いう。以下同じ。）を特定する固有の番号を付番し、管理するもの（以下「住登外者宛

名番号管理機能」という。）による住登外者の情報の管理に関する情報（以下「住登外

者宛名情報」という。）であって自らが保有するものを利用することができる。 

 別表第１に次のように加える。 

８ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する

事務であって規則で定めるもの 

９ 教育委

員会 

住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する

事務であって規則で定めるもの 

 別表第２の１６の項から２１の項までを次のように改める。 

１６ 市長 妊産婦の医療費の助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって規則で

定めるもの 

 (１) 生活保護法による保護

の実施又は就労自立給付

金若しくは進学準備給付

金の支給に関する情報(以

下「生活保護関係情報」と

いう。) 

 (２) 外国人生活保護関係情

報 

 (３) 健康保険法(大正１１年

法律第７０号)、船員保険

法(昭和１４年法律第７３



号)、私立学校教職員共済

法(昭和２８年法律第２４

５号)、国家公務員共済組

合法(昭和３３年法律第１

２８号)、国民健康保険法

(昭和３３年法律第１９２

号)、地方公務員等共済組

合法(昭和３７年法律第１

５２号)及び高齢者の医療

の確保に関する法律(昭和

５７年法律第８０号)によ

る医療に関する給付の支

給又は保険料の徴収に関

する情報(以下「医療保険

給付関係情報」という。) 

 (４) 住登外者宛名情報 

１７ 市長 特定不妊治療に係る費用の助成に

関する事務であって規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって規則で

定めるもの 

 (１) 医療保険給付関係情報 

 (２) 住登外者宛名情報 

１８ 市長 不育症治療に係る費用の助成に関

する事務であって規則で定めるも

の 

次に掲げる情報であって規則で

定めるもの 

 (１) 医療保険給付関係情報 

 (２) 住登外者宛名情報 

１９ 市長 重度心身障害者の医療費の助成に

関する事務であって規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって規則で

定めるもの 

 (１) 地方税法その他の地方

税に関する法律に基づく

条例の規定により算定し

た税額又はその算定の基

礎となる事項に関する情

報(以下「地方税関係情報」

という。) 



 (２) 医療保険給付関係情報 

 (３) 住登外者宛名情報 

２０ 市長 ひとり親家庭等の医療費の助成に

関する事務であって規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって規則で

定めるもの 

 (１) 地方税関係情報 

 (２) 医療保険給付関係情報 

 (３) 戸籍法(昭和２２年法律

第２２４号)第１３条各号

に規定する情報 

 (４) 住登外者宛名情報 

２１ 市長 子どもの医療費の助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって規則で

定めるもの 

 (１) 医療保険給付関係情報 

 (２) 住登外者宛名情報 

 別表第３に次のように加える。 

２ 教育委員会 住登外者宛名番号管理

機能による住登外者の

情報の管理に関する事

務であって規則で定め

るもの 

市長 住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

   附 則 

 この条例は、令和８年１２月２１日から施行する。 

 


